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要点

市町村の下水道事業に対して、
関係部局等が連携して 支援

① 県環境部 ： 広域化・共同化計画

② 下水道公社： 広域維持管理等

③ 県市町村課： 経営戦略策定・公営

企業会計適用を支援



１ 長野県の市町村営下水道
（１）施設・事業の状況

（２）財政運営の状況

２ 課題
（１）将来の更新投資負担

（２）使用料収入の減少

（３）人材の不足

３ 関係部局等による支援
（１）県 環境部 ：広域化・共同化計画 の策定

（２）下水道公社 ：広域維持管理等

（３）県 市町村課 ：経営戦略策定・
公営企業会計適用支援
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本日の構成
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１ 長野県の市町村営下水道
（１）施設・事業の状況
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１ 長野県の市町村営下水道

(1) 施設・事業の状況

(2) 財政運営の状況

２ 課題

３ 関係部局等による支援

• 長野県は、山地に隔てられた平地に人口が集中。

• 各地に公共下水道・特環・農集排等が分布するほか、
中山間地の一部市町村では、浄化槽の普及率が高い。

人口メッシュデータの出典：国土交通省国土
数値情報ダウンロードサイト
（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-

mesh500h30.html）

陰影起伏図の出典：地理院タイル
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html）

出典：
NAGANO「生活排水
データ集 2020」を
もとに作成

長野県の人口分布 長野県の下水道施設分布

2015年国勢
調査人口

令和元年度末時点
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5出典：公営企業決算状況調査

１ 長野県の市町村営下水道

(1) 施設・事業の状況

(2) 財政運営の状況

２ 課題

３ 関係部局等による支援

• 市町村の下水道事業の決算規模は 995億円

• 事業数は 179事業（Ｒ１年度決算、法適+非適）



44 43 44 40 50 
70 75 70 69 66 

▲ 2

13 15

▲ 3

▲ 124

▲ 31
▲ 12 ▲ 20 ▲ 18 ▲ 4

22 
28 26 

36 

69 

90 
103 107 107 105 

8

12 10
9

13

13

14 13 16 16

91.2 93.3 92.1 
89.7 90.2 90.4 

93.0 91.4 91.4 90.9 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

250

Ｈ22 23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ１年度

総収支及び黒字事業数の割合の推移

その他

下水道

病院

水道

黒字事業数の割合(右目盛)

（億円） （%）

72

96 95
82

8

142

180 170 174 183

25 23 23 18
31

51 53 56 54 52

▲ 20 ▲ 1

2

▲ 18

▲ 144

▲ 49
▲ 28 ▲ 29 ▲ 25

▲ 13

▲ 53

▲ 42 ▲ 53 ▲ 27

3

25 32 28 28 25

▲ 24

▲ 24
▲ 27

▲ 18

▲ 17

▲ 23

▲ 12 ▲ 8 ▲ 8
▲ 15

▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

Ｈ22 23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ１年度

【参考】基準外繰入金を除いた場合の収支の状況

その他

下水道

病院

水道

（億円）

▲ 72

▲ 44
▲ 55

▲ 45

▲ 127

4
45 47 49 49

6
出典：公営企業決算状況調査

• 収支規模では、

公営企業の中で

下水道事業が最大

↓

• しかし、

一般会計からの

基準外繰入を除くと、

下水道の収支は

悪化



→ つまり、

公営企業で 最も一般会計を圧迫しているのは 下水道
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長野県内の生活排水施設整備総事業費の推移

（１）将来の更新投資負担

8出典：NAGANO「生活排水データ集」2020

２ 課題

• 2040年代から更新投資が本格化する見込み

• 1998年（H10年）が投資の
ピーク

• 耐用年数50年とすれば、
2040年代～更新投資が増加

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

(1) 将来の投資負担

(2) 使用料収入の減少

(3) 人材の不足

３ 関係部局等による支援



（２）使用料収入の減少

9

• 2050年の人口推計では、
県内の大部分のエリアで

人口が減少

• 人口が密集する
平地でも、縁辺部では

50~75%（ 2015年比）に

• 中山間地では、
25%以下となる地域も

→生活インフラ事業は
現在よりさらに
採算が悪化

人口メッシュデータ：「国土数値情報
（500mメッシュ別将来推計人口
（H30国政局推計）」
（国土交通省）を加工して作成

（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist
/KsjTmplt-mesh500h30.html）

陰影起伏図の出典：地理院タイル
（https://maps.gsi.go.jp/development/i

chiran.html）

人口増減比
（2050年／2015年）

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

(1) 将来の投資負担

(2) 使用料収入の減少

(3) 人材の不足

３ 関係部局等による支援長野県の人口推計
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10出典：公営企業決算状況調査

• 公共下水道に比べ、特環・農集は有収水量密度（横軸）が低い
→更新投資や料金値上げの効率が低い

• 左下の事業は、経費回収率の低さを基準外繰入で補っている

（令和元年度決算）



（３）人材の不足
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• 市町村の下水道事業に従事する
職員数は、

特に小規模市町村で少ない

↓ 今後、

• 維持管理等を担う
技術人員

• 公営企業会計の適用・運用を
担当する事務人員・ノウハウ

の確保が課題に

出典：公営企業決算状況調査を
もとに作成

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

(1) 将来の投資負担

(2) 使用料収入の減少

(3) 人材の不足

３ 関係部局等による支援

下水道 職員数（令和元年度）

市 町村 計

５人以上 19 5 24

３~４人 0 10 10

１~２人 0 27 27

０人（他事業と兼務） 0 10 10

０人（事業なし） 0 6 6

団体数
凡例 色別



（１）県環境部（生活排水課）

12

３ 関係部局等による支援

• 広域化・共同化計画 の策定を推進

• 広域化・共同化計画 を、県の生活排水対策に関する
最上位構想である「水循環・資源循環のみち2022
（仮称）」の一部として位置付け

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

３ 関係部局等による支援

(1) 県環境部

(2) 下水道公社

(3) 県市町村課

（環境部の説明資料を引用）
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• 10圏域（地域振興局単位）ごとに、
市町村との
広域連絡調整会議を開催

• 市町村ごとに個別ヒアリング
（相談会）を実施

長野市

野沢温泉村

栄村

飯綱町

小川村

信濃町

木島平村

山ノ内町

高山村

小布施町

須坂市

飯山市

中野市

千曲市

小谷村

白馬村

大町市

松川村
池田町

筑北村

坂城町

麻績村

生坂村

安曇野市

上田市

東御市

小諸市

佐久市

松本市

青木村

長和町

下諏訪町

立科町

御代田町

軽井沢町

佐久穂町

小海町

川上村

南牧村

南相木村

北相木村

茅野市

原村

富士見町

伊那市

諏訪市

岡谷市

塩尻市

駒ヶ根市

飯田市

辰野町

箕輪町

飯島町

南箕輪村

南箕輪村

中川村

宮田村

松川町

高森町

阿南町

阿智村

平谷村

根羽村

下條村

売木村
天龍村

泰阜村

喬木村

豊丘村
大鹿村

上松町

南木曽町

木祖村

王滝村

大桑村

木曽町

朝日村

山形村

（環境部の説明資料を引用）
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県 事業者（市町村等）

H30年度

11月

2月

※４省通知「広域化・共同化計画

策　定」を広域連絡会議に位置付け

Ｒ元年度 9月 ブロック会議

８月 ブロック会議

９月

10月 ※10ブロック　構想見直し説明

　 10月12日～23日予定

11月

～

4月 進捗状況確認

7月
※10ブロック　進捗状況確認

10月

進捗状況確認

1月

※10ブロック　進捗状況確認

4月 進捗状況確認

5月

6月 ※6月～6月末までに 原案提出

7月 ※10ブロック　取りまとめ確認

8月

9月

10月 原案の説明

11月

12月

1月 ※1月 構想確定

2月

3月 ※3月上旬に公表(県・市町村）

Ｒ5年度 4月

※　実施にあたり、変更あり

※　広域連絡調整会議・ブロック会議・協議会は、必要に応じ随時開催


Ｒ４年度

年度

広域的な連絡調整会議

備考市町村間の協議会

取

り

ま

と

め

公

表

Ｒ３年度

Ｒ2年度

構

想

原

案

作

成

現

状

と

効

果

検

証

・

構

想

原

案

作

成

公表

構想取りまとめ

パブリックコメントの回答

構想スタート

広域連絡調整会議
ブロック会議

エ
リ
ア
マ
ッ
プ
作
成

パブリックコメントの実施

第２回見直し
構想原案作成

（市町村・ブロック構想）

パブリックコメ
ントの実施

広域連絡調整会議

※ 必要に応じて事業者間
会議を開催

・協議会事務局の設営
・広域化・共同化のメニュー
案の検討
・広域化・共同化に係る実
現性の検討
・集約拠点、連立市町村
案を作成
・短期、中期、長期の編成
検討
・地元調整への協力体制
の検討
・その他検討事項

広域連絡調整会議

広域連絡調整会議

生活排水担当者連絡会議

個別ヒヤリング

構想確定
(議会等説明）

広域化・共同化計画の
作成（検討内容とスケ
ジュール等のロードマップ
の作成）

・進捗状況調査
・延伸計画の作成

・進捗状況調査依頼
・延伸計画（案）の作成

構想へ反映

個別ヒヤリング

個別ヒヤリング

・現状把握と効果検証依頼
・調書作成依頼

延伸計画の取り
まとめ確定

生活排水担当者連絡会議

広域連絡調整会議

広域化・共同化の意向調査

個別ヒヤリング

様式-Ⅴ：６月末提出

様式Ⅱ-1-①：11月末提出

延伸指標：12月中旬提出

原案・様式調書：6月末提出

経営現状把握：2月中旬提出

「水循環・資源循環の

みち２０１5」構想

見直し

（広域化・共同化計画）

のスケジュール

（環境部の説明資料を引用）



• 処理区の統廃合

15
（環境部の説明資料を引用）



• 処理の集約化

16
（環境部の説明資料を引用）



（２）長野県下水道公社

• 平成３年に設立、広域維持管理等を行う

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

３ 関係部局等による支援

(1) 県環境部

(2) 下水道公社

(3) 県市町村課

17（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）
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• 県内各地の拠点で広い県土をカバー

（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）



19

• 維持管理に加え、設計、施工監理等も受託

（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）
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• 下水道整備の進展に伴い広域管理が必要に

（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）



21（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）

• 31市町村の59処理場（43公共＋16農集）を管理
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• 公社の技術職員が市町村下水道事業を支援

（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）
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• 公社の維持管理受託は増加傾向

（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）



24（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）



修繕工事、

25（（公財）長野県下水道公社の説明資料を引用）



（３）県 企画振興部（市町村課）

26

① 経営戦略の策定

• 総務省は、R２年度末までの
経営戦略策定を要請
（県内下水道の策定率：99％）

② 公営企業会計の適用

• 総務省は、令和６年４月１日～ 地方公営企業会計の
適用を要請（簡易水道、人口３万人未満の公共下水道、その他下水道）

（県内下水道の適用率：66％（令和２年度末時点））

市町村の状況に応じて、支援する必要あり

１ 長野県の市町村営下水道

２ 課題

３ 関係部局等による支援

(1) 県環境部

(2) 下水道公社

(3) 県市町村課

策定済

92%

取組中

4%

未着手

4%

全事業

N＝320

策定済

99%

取組中

1%

下水道

N＝179

全事業 下水道

経営戦略の策定状況（県内市町村 Ｒ２年度末）
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• 市町村の取組状況に応じた情報提供・支援
基本的・共通的な知識 → 講習会（全体向け）
各市町村が個別に知りたい事 → 個別相談会

• 公認会計士、先進自治体（他県）職員を講師として招聘

• 事前に、団体の抱える課題をアンケートで把握した上で、

講習会等の内容へ反映

• Ｒ３年度からは、総務省の
経営・財務マネジメント強化事業
（自治体側費用負担なし）を活用して、
アドバイザーによる助言を開始
（経営戦略、公営企業会計適用 の両方）
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① 経営戦略策定支援 実施状況

② 公営企業会計適用支援 実施状況
年度 個別相談会等

４月 全市町村参加の「公営企業会計適用連絡会議」を設置

５月 第１回連絡会議（佐久、飯田、長野）

11月 研修会（WEB会議）

12月 個別相談会（飯田、長野）

通年 相談窓口を設置し、常時、質問等へ対応

10月 個別相談会（２回、WEB会議）

11月 研修会（WEB会議） 個別相談会（WEB会議）

通年 相談窓口を設置し、常時、質問等へ対応

講習会等

Ｒ１

Ｒ２

年度 講習会 個別相談会

平成26年度 ３月

平成27年度 10月、３月 11月

平成28年度 ８月、10月

平成29年度

平成30年度 ７月（国主催）

令和元年度 ８月、10月（国主催）

令和２年度 10月（2回）

令和３年度 ８月（予定）
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まとめ

市町村の下水道事業に対して、
関係部局等が連携して 支援

① 県環境部 ： 広域化・共同化計画

② 下水道公社： 広域維持管理等

③ 県市町村課： 経営戦略策定・公営

企業会計適用を支援

ご清聴ありがとうございました。


